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1. はじめに 

1･1　管摩擦損失の測定　　日常生活に不可欠な水や空

気などの流体を輸送する際，管やダクトをつなぎあわ

せた管路を利用するのが一般的である．管路を流体が

通過する際には粘性によるエネルギ損失（＝静圧の低下）

が生じる．この静圧低下と管路内の流れの状態との関

係は実用上重要であり，本学でも機械工学科4年生を対

象として「管内流の損失測定実験」を続けている．学

生実験に用いる装置は，著者らが自作したもの(1)で，

直管内流れの摩擦損失を測定することが可能である．

しかし，この装置で得られた実験データについては，

測定器の精度や，実験方法自体を原因とする幾つかの

問題点がみられる．そこで，より正確で広範囲なReに

対する実験が可能となるよう装置の改良および新設を

行ったのでその経過について報告する． 

1･2　学生実験の結果と問題点　　実験装置は，直管を

流れる水の流量と静圧低下とを測定するもので，層流

および乱流状態を対象とした装置をそれぞれ１つ有し

ている．その詳細については既報(1)を参照されたい．

この既存の実験装置で行った学生実験の結果（H16年

度10回分）を図1に示す．このデータから，以下の問

題点が明らかとなった． 

1.測定可能なReの範囲は4.0×102～6.0×104と層流域

から乱流域まで網羅しているが，その境界となる遷移

領域（Re≒2300前後）の測定ができないため，実験と

しての面白みに欠ける． 

2.層流域の実験結果では管摩擦係数λが，Hagen-

Poiseuilleの理論式よりも平均30％ほど大きい．これは，

管路の入口損失と助走区間の付加損失とを考慮せずに，

管摩擦損失に含めてしまっている実験方法自体に問題

がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 乱流域の実験結果ではRe＜104の範囲でデータのば

らつきが大きく，かつBlasiusの実験式との差も顕著で

ある．これは，流量を測定する面積流量計，圧力差を

測定するＵ字管マノメータのいずれもが，Reが小さく

なると読み取り誤差が拡大する傾向にあることが原因

と考えられる． 

1･3　装置改良の目標　　上述した実験装置の問題点を

考慮し，実験装置改良の目標を以下のように設定した． 

・遷移領域における管摩擦の測定を可能とする． 

・層流域については全体で，乱流域についてはRe＜

104の範囲で，測定誤差ができるだけ小さくなるように

する． 

　具体的には実験方法自体に問題のある層流域実験装

置は新たに製作し直し，問題のない乱流域実験装置は

装置の改良（測定管の増設）を行うこととする． 
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2. 乱流域実験装置 

2･1　装置改良の方針　　乱流域装置の改良は，測定の

精度を低下させずに実験可能なReの下限をできるだけ

小さくすることが目的である．Reを小さくする方法と

しては，定義式から① uを低下，② dを縮小，③ νを

増加の３種類が考えられる．①は弁の開閉によって容

易に実現可能であるが，この場合，概略u2に比例する

摩擦損失Δpが極めて小さくなってしまい測定精度に問

題が生じる．③は流体の種類の変更（例えば，グリセ

リン水溶液の使用）で実現できるが，学生実験用の装

置であることを考慮すると流体の入れ替えに手間がか

かりすぎる．そこで，②のdの小さい管を増設すること

に決定した． 

　実験装置（図2）は遠心式ポンプを用いて，塩ビ製の直

管内に動作流体の水道水を循環させるもので，破線内部が

追加する部分である．主な変更点は，Test section2で示さ 

u : 管内流の平均速度 (mis)

△ p : 管内流の静圧低下 (Pa)

△ h : 管内流の損失ヘッド(mm圧O) △ h=△ p/ pg 

Q : 体積流量 (1/min)

p : 流体の密度 (kg/m3)

V : 流体の動粘性係数 (m2/s)

d : 測定管内径 (mm)

Re : レイノルズ数(-) Re=ud/ V 

Rec =2300: 管内流に対する臨界レイノルズ数(-)

入 ：管摩擦係数（ー）

( : 管路の損失係数(-)

ペ

ーni 

J
O
l
O
R
}
 U
O
l
l
O
!
J
 LL 

0.01 

1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 
Reynolds number (Re) 

Fig.I Comparisons of experimental and theoretical .?., 

values. (Moody diagram) 

※1 2005年度機械工学科卒業現岩手大学工学部機械
工学科 3年生



れる測定管の増設と，複数箇所の差圧を1つの逆Ｕ字管

マノメータで測定できるよう，マニホールドと弁とを

使った切替え装置を追加することである． 

2･2　測定管の仕様設計　　増設する測定管の仕様（内

径d，測定区間長LT）を次の条件を満たすように決定する． 

・測定管の全長Lはフランジ間の距離=2900mmとする． 

・管内流量Qは浮子式面積流量計2の測定範囲内（1.0≦

Q≦10l/min）に収める． 

・測定区間での管摩擦損失Δpが49Pa（Δh=5mmH2O）

以上となるようにする． 

　最後の条件は，マノメータの読み取り誤差を許容範

囲内（誤差率が20%未満）に収めるための制約である．

次に設計の手順を記す． 

①　測定区間長の決定 ： dを仮定し，助走区間の長さ

LEを乱流に関するRichmann and Azad(2)の理論・実

験式(1)より求める． 

 

　測定管の全長Lは2900mmで固定されているから，

測定区間の最大長さはLT＝L－LEで定まる． 

②　摩擦損失の算出：測定区間における摩擦損失を

Darcy-Weisbachの式(2)から算出する．この際，uの上

限と下限とは流量計の測定範囲から決定し，λの計算

には平滑管に対するBlasiusの式(3)を用いる． 

 

 

 

　内径d=13～25mmの円管に対して①および②を計算

した結果が図3である．図の横軸はuの代わりにReをと

り，摩擦損失Δpは，マノメータの読みを容易に想像で

きるよう損失ヘッドΔhで表わした． 

　設計条件であるΔh＞5mmH2Oを満足するのは図3の破

線の上部で，d=13あるいは15mmとすればRe≒2.0×103

以下まで測定下限を低下できる．実際には，フランジの前

後にレデューサーの取り付けスペースが必要なためLTは

①の値より短くなることを考慮して，d=13mm, LT＝2.0m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と決定した．なお，図3の各線分の間が測定可能な範囲で，

太い管ほど測定できるReの範囲が小さい側に移動してい

る．これはuではなくQの範囲を固定しているためである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 層流域実験装置 

3･1 装置の構造　　既存の層流域装置には，測定法自

体の問題があるため，図4に示す装置を新たに製作する．

層流域から乱流域に至る400≦Re≦4000の範囲まで測

定範囲を拡大することが目標である． 

　図4の装置において，上部に設置したタンクAから水

位差を利用して測定管内に水を流す仕組みや，流速uを

質量法で測定された流量Qから算出する点は，既存の装

置と共通している．異なるのは次の2点である． 

・既存の装置では管内の圧力差を直接測定せずに，損

失を考慮したベルヌーイの式から間接的に管摩擦損失

を計算していた．新しい装置では乱流域の実験装置と

同様に，測定管に静圧孔を開け，マノメータで管摩擦

損失を直読する． 

・実験中に流速変化がないよう，タンクAの水位を一

定に保つ．このため，小型の揚水ポンプでタンクAに

水を常時供給し，溢れた分は下部のタンクBへ別の配管

（Overflow line）で戻す．測定管内の流量調整は測定

管の上流側に設置した弁の開閉によって行う． 

3･2 装置の仕様設計　　実験装置の主要な仕様（測定管

の内径d，全長L）を以下の条件を満たすように決定する． 
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Fig.2 Experimental apparatus for turbulent flow. 

,'’’’’’’’’’’’ 

-

1

2

2

 

-

1

1

 

-

p

p

-

―

↑

↑

-AV-

に
―
~
一
―

↓

↓

―

 

-

2

-

-

1

2

-

-

h

h

-

L
'
P
,
a
9
9
9
9
9
]
 

ー

v
e
r
2
 

e
t
r
 

D
 

mete 

w
m
 

l
o
w
 

F

o

 

ーF
 



・タンクAの水面と測定管出口との高さの差Hは0.60m

とする． 

・測定管の全長Lは1.0m以下に収める． 

・最小流量のRe=400のとき，測定区間での管摩擦損失

　Δpが49Pa（Δh=5mmH2O）以上となるようにする． 

　次に設計の具体的な手順を記す． 

① 最大流速の算出 ： dおよびLを仮定し，流量調整弁

が全開時の流速umaxを求める．これには，タンクAの

水面と測定管出口との間で損失を考慮したBernoulliの

定理(4)を用いる． 

 

 

　式(4)の右辺第2項の副損失として，測定管の入口損

失と助走区間の付加損失とを考慮する．測定管に至る

までの導入管（φ25）は測定管に比べて径が5倍以上

も大きいため，流速は相対的に極めて小さくなり損失

は無視できる．なお，λの計算式の形と助走区間の損

失係数の値とは，流れが層流か乱流かで異なる．例えば，

λは乱流の場合は式(3)で，層流の場合には，Hagen-

Poiseuilleの式(5)で求められる． 

 

　このため，最大流速に対するReとRecとを比較して

用いる式および係数を変えている．さらに，乱流の場

合には式(3)が原因で式(4)はuに関して非線形となるため，

反復法を用いて解を求める．d=3, 4, 5mmの円管に対

し，L=0.1～1mの範囲でumaxを計算した結果を図5に

示す．なお，縦軸はumaxの代わりにRemax＝umaxd/ν

で表わした． 

　設計条件でHを一定にしているため，図5ではdが太

くLが短いものほど摩擦損失が小さくなり，Remaxが大

きくなる．装置の目標とするRemax＞4000を満足する

のは破線の上部の場合である． 

② 測定区間長の決定 ： 必要な助走

区間長さをLEとすれば，LT＝L－LE

が測定区間の最大長さである．LEは

流れが乱流の場合は式(1)で，層流の

場合は式(6)で求められる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 一般に，流れが乱流になると，流体の激しい混合

運動のため境界層の発達の仕方は早められ，助走区間

は層流の場合に比べて短くなる．したがって，この実

験のように層流から乱流に至るまで流速を変化させて

実験を行う際には，助走区間の最大長さはRemaxで判

断するのではなく，遷移領域と十分発達した乱流との

境界となる遷移Reを使い，式(6)から求める必要がある．

この遷移Reの決定法には幾つかの基準があるが，「管

摩擦係数が十分発達した乱流のそれに一致する」とい

う基準を用いて遷移Re＝3000と定める(3)．このとき，

LEは表1のようになり，直径に比例してかなり長い距

離が必要であることがわかる． 

Table1 Entrance length 

 

 

③ 最小摩擦損失の確認 ： Re=400のとき，②で定めた

測定区間長LTにおける摩擦損失を式(2)で求める．その

結果が図6で，設計条件であるΔh＞5mmH2Oを満た

すのは破線より上部の場合になる．なお，最初に仮定

した測定管の全長Lが，表1に示す必要な助走区間LEに

満たない場合はΔh＜0として図から消去した． 

　図5および図6より，今回の設計条件のもとではRemax

＞4000，かつRe=400のときΔh＞5mmH2Oの両方は満足

できないことが分かる．そこで，目標としたRemax=4000

は断念し，最小摩擦損失を優先して装置の仕様をd＝3mm

（実測値3.3mm），L＝0.8 mと決定した．この仕様では，

理論上Remax=2300にしかならないため，本実験では測定 
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管の出口にビニールチューブを下向きに取り付けてH

を増やし，最大流量を増加させる工夫を行っている． 

 

4. 実験結果 

4･1　流速と管摩擦損失との関係　　完成した図2, 4の

装置で測定された流速uと，摩擦損失Δp（損失ヘッド

Δh）との関係をそれぞれ図7,8に示す．まず，図7で増

設した測定管（d=13mm）に注目する．既設の

d=25mmに比べて，dが細くLTが長いために同一流速

で比較すると摩擦損失は大きいが，両者の関係はΔh∝

u1.69で，式(2),(3)から予測される指数の1.75に近く良好

な結果と言える．増設管の測定区間長はLT=2.0mであり，

図3の設計時よりも短くなったため，最小流量

Q=1l/minのときΔh≒5mmH2Oで，設計条件をかろう

じて満足していた． 

　図8では，uが0.8m/sより小さい範囲ではΔh∝uと

なる層流の特徴が現れているが，0.8m/s以上になると

Δhは急激な増加に転じる．この実験条件では，

u=0.8m/sのときRe＝2200であり，Δhの急増は流れが

遷移状態へと変化したことを表わすものと判断される．

uが更に増加して乱流状態にまで達すれば，グラフの傾

きは図7のように再び緩やかになるはずであるが，前述

の通り，今回の設計条件の下ではそこまでuを増加させ

ることはできなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4･2　Moody線図　　実験データを，λとReとで整理し，

理論および実験式と比較した結果を図9に示す．層流域

装置では144≦Re≦2810，乱流域装置の増設管

（d=13mm）では1720≦Re≦17200の範囲を測定す

ることができた．層流域装置では最小摩擦損失の確保

を優先したため，Reは当初の目標より小さい側にシフ

トしている．また，乱流域装置ではLE=0.65mであり，

層流状態で必要とされる助走区間の最大長（約2.2m）

に満たないため，層流領域でのデータの信頼性は保証

されていない． 

　次に，層流域装置のλを式(5)と，乱流域装置の

d=13mmのλを式(3)とそれぞれ比較する．その結果，

測定されたλの誤差率は平均で3.6%および3.3%と小さく，

以前の装置（図1）と比べて，層流領域のλが理論値に

近づいている． 

　最後に，既設のd=25mmでは，Reが小さい側でλが

式(3)よりも大きくなった．そこで，差が大きかった

Q=10～20 l/minの場合について，管内を流れる実流量

を体積法で確認してみた．その結果，実流量は面積流

量計の表示よりも約1.5～2.0 l/minだけ多かった．図9

の■はこの実流量でλを計算し直した結果で，λは式

(3)にかなり近くなる．これより誤差の主な原因は流量

計にあると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

　管摩擦測定用の実験装置の改良および新設を行い，目標

とした遷移領域の測定，測定精度の向上については，ほぼ

達成できた．最後に，実験の際に気づいた点を以下に記す． 

① Hagen-Poiseuilleの法則（Δp∝d-4）から層流域の摩擦

損失はdに大きく影響される．しかも装置のdは3mmと細

いため，dは他の寸法に比べて高精度な計測が要求される． 

② 静圧測定孔は小さい方が望ましく，今回はφ0.8mmと

した．この小さな孔の周囲にバリがあると測定値に大きな

誤差が生じるため，加工時には細心の注意が必要である． 

③ 流量が零のときはマノメータの水位差も零となるはず

だが，実際には気泡の混入などが原因で僅かな差が生じる

ことが多い．差圧が小さい場合には，このずれが無視でき

ないため，実験開始時に空気だまりがないよう注意する．

また，空気抜きを装置の適所に設置することも重要である． 

④ 実験に使用する面積流量計の器械的誤差の許容値は最

大流量の3%であるため，流量が少ない場合に相対誤差が

大きく，実験の精度を低下させている．測定精度の高い絞

り形流量計などを併設することが望ましい． 
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